
第 71 期

計　　算　　書　　類

自 2022 年 4 月 31 日

至 2023 年 3 月 31 日



流　　動　　資　　産 7,748,906 流　　動　　負　　債 2,427,796

現 金 及 び 預 金 4,837,019 1,398,277

売 掛 金 2,788,201 11,601

材 料 及 び 貯 蔵 品 3,918 17,992

仕 掛 品 75,142 598,072

前 払 費 用 18,658 71,431

そ の 他 25,965 7,487

87,825

固　　定　　資　　産 1,347,752 2,101

289,701 25,240

建 物 30,229 207,767

建 物 附 属 設 備 54,407

機 械 0 固　　定　　負　　債 1,291,899

器 具 備 品 53,203 5,117

土 地 137,523 1,286,782

リ ー ス 資 産 14,337 3,719,696

63,736 株　　主　　資　　本 5,376,962

電 話 加 入 権 7,848 200,000

ソ フ ト ウ ェ ア 55,888

6,042,252

994,314 50,000

投 資 有 価 証 券 24,942 5,992,252

差 入 保 証 金 32,213 事 業 維 持 積 立 金 3,547,000

保 険 積 立 金 399,910 ４K・８K設備整備積立金 149,000

繰 延 税 金 資 産 530,419 繰 越 利 益 剰 余 金 2,296,252

そ の 他 14,928

貸 倒 引 当 金 △ 8,100 △ 865,290

5,376,962

9,096,658 9,096,658

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表
〔 2023年 3月 31日現在 〕

（単位：千円）

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

科　　　　　　　目 金　　　　　　額 科　　　　　　　目 金　　　　　　額

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

買 掛 金

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 金

未 払 事 業 所 税

未 払 消 費 税

有 形 固 定 資 産 預 り 金

リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

負 債 合 計

（純　資　産　の　部）

無 形 固 定 資 産

資 本 金

利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産 利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計
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　　 自　 2022年 4月 31日

　　 至　 2023年 3月 31日

16,425,737

14,712,067

1,713,669

926,277

787,391

67,392

15,624

15,769 98,785

236

95 332

885,845

投資有価証券売却益 632,249 632,249

1,518,095

282,819

△ 29,556 253,263

1,264,831

損　益　計　算　書

（単位：千円）

科　　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 配 当 金

不 動 産 賃 貸 料

そ の 他

営 業 外 費 用

固 定 資 産 除 却 損

雑 損

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

特 別 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：千円）

事業維持 ４K・８K設備整備 繰越利益
積立金 積立金 剰余金

200,000 50,000 3,695,000 180,000 1,232,486 5,157,486 △ 81,124 5,276,362 5,276,362

事業維持積立金
の 取 崩

- - △ 148,000 - 148,000 - - - -

４K・８K設備整備
積 立 金
の 取 崩

- - - △ 31,000 31,000 - - - -

剰 余 金 の 配 当 - - - - △ 380,065 △ 380,065 - △ 380,065 △ 380,065

当 期 純 利 益 - - - - 1,264,831 1,264,831 - 1,264,831 1,264,831

自己株式の取得 - - - - - - △ 784,166 △ 784,166 △ 784,166

- - △ 148,000 △ 31,000 1,063,766 884,766 △ 784,166 100,599 100,599

200,000 50,000 3,547,000 149,000 2,296,252 6,042,252 △ 865,290 5,376,962 5,376,962

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

自 　2022年 4月 31日

至 　2023年 3月 31日

利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

株主資本

純資産合計
資本金

利益剰余金

株主資本
合計

自己株式

当 期 末 残 高

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計
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        自　　2022年 4月 31日
        至　　2023年 3月 31日

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

a. 関連会社株式 ・・・・・ 移動平均法による原価法

b. その他有価証券（市場価格のない株式等以外のもの） ・・・・・ 移動平均法による時価法

c. その他有価証券（市場価格のない株式等） ・・・・・ 移動平均法による原価法

② たな卸資産

a. 材料 ・・・・・ 先入先出法による原価法

(収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

b. 貯蔵品 ・・・・・ 先入先出法による原価法

(収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

c. ・・・・・ 個別法による原価法

(収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く） ・・・・・ 定率法(ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに2016年4月1日以降取得した建物附属設備については定額法）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　建物及び建物附属設備 ・・・・・ 3 ～ 30年

　機械及び器具備品 ・・・・・ 3 ～ 15年

② 無形固定資産 ・・・・・ 定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を計上するほか、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　

(4) 消費税等の会計処理方法

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(5) 収益及び費用の計上基準

　当社は、顧客との契約について、下記の５ステップアプローチに基づき、収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。  

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における各履行義務に配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時点で（または充足するに応じて）収益を認識する。

個　別　注　記　表

仕掛品
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当社における主たる履行義務は、以下のとおりです。

①放送番組に係る美術制作業務

当社は、日本放送協会等より、主に放送番組に係る美術制作業務を受託しております。

放送番組に係る美術制作業務について、当該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

②展示・催事に係る業務

当社は、展示・催事の企画・制作・運営業務等を顧客に提供しております。

展示・催事に係る業務について、当該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

③ホールの設備操作・運用業務

当社は、ホールの舞台機構・音響・照明等の操作・運用業務を顧客に提供しております。

ホールの設備操作・運用業務について、当該履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

【収益認識に関する注記】

「重要な会計方針に係る事項に関する注記　収益及び費用の計上基準」に同様の内容を記載しているため、注記を省略しています。

２． 貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 千円

(2) 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 千円

短期金銭債務 千円

３． 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 千円

販売費及び一般管理費 千円

４． 株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 事業年度の末日における発行済株式の種類及び数

　発行株式数 普通株式 株 （自己株式42,400株を含む）

(2) 事業年度の末日における自己株式の数は以下のとおりであります。

株式の種類

当期首株式数 株

当期増加株式数 株

当期減少株式数

当期末株式数 株

（注）自己株式の増加は、会社法第156条、第160条による取得38,400株によるものであります。

-

1,961,348

16,449

787,056

4,000

16,909

42,400

普通株式

11,507,434

38,400

387,500
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(3) 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

①金銭の配当

株式の種類 配当の原資 基準日 効力発生日

②金銭以外の配当

株式の種類 配当財産の種類 基準日 効力発生日

(注)当社が保有する株式会社NHKメディアホールディングスの普通株式32,351株を現物配当するものであります。

(4) 当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

①金銭の配当

株式の種類 配当の原資 基準日 効力発生日

５． 税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 千円

賞与引当金 千円

未払事業税 千円

資産除去債務 千円

未払社会保険料 千円

その他 千円

　　繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

６． 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

(単位：千円）

①

②

③

④

　・負債に計上されているものについては、（　）で示しております。 ・・・・・・・・(*1)

　・非上場株式（貸借対照表計上額24,942千円）は、市場価格のない株式等であるため、上記の表には含めておりません。

決議 配当財産の総額 1株当たりの配当額

2023年3月1日
普通株式 有価証券 64,061 千円 185円63銭 2023年3月1日 2023年3月1日

臨時株主総会

2022年3月31日 2022年6月27日824円0銭

決議 配当財産の総額 1株当たりの配当額

2022年6月27日
普通株式 利益剰余金

定期株主総会

決議 配当財産の総額 1株当たりの配当額

316,004 千円

2023年6月27日
普通株式 利益剰余金

定期株主総会
2023年3月31日 2023年6月27日825,582 千円 2,392円29銭

394,012

91,310

15,972

13,870

16,452

12,415

544,034

△ 13,615

530,419

貸借対照表計上額(*1) 時価　(*1) 差額

売掛金 2,788,201 2,788,201 -

現金及び預金 4,837,019 4,837,019 -

未払費用 (598,072) (598,072) -

買掛金 (1,398,277) (1,398,277) -
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（注） 金融商品の時価の算定方法に関する事項

① 現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

② 売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

③ 買掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

④ 未払費用

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

７. 賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、東京都において、賃貸用の土地を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：千円）

（注）

８． 関連当事者との取引に関する注記

(1) 取引の内容

（千円）

(2) 取引条件及び取引条件の決定方針

※1 美術セット製作等については、日本放送協会からの受託業務として、同協会が定める「業務委託基準」に則り、「社会的に公正かつ妥当な」金額で実施しております。

※2 美術セット製作等については、当社より株式会社NHKエンタープライズ及び株式会社NHKプロモーションに提示した料金を基に市場価格及び総原価を勘案して、

価格を決定しております。

※3 自己株式の取得については独立した第三者による株価評価書を勘案して、価格を決定しております。

※4 当社が保有する株式の一部を同社の自己株式取得に応じて譲渡したものであり、独立した第三者による株価評価書を勘案して、価格を決定しております。

９． １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たりの純資産額 15,580 円 88 銭

(2) １株当たりの当期純利益金額 3,331 円 2 銭

親会社の
親会社の
子会社

㈱NHKビジネス
クリエイト

-

美術セット製作等
(※2)

売掛金 229,998

240,845

売却益

235,570

400,963

売却益

396,678

自己株式の取得

(※3)

1,751,472

自己株式の取得

(※3)

親会社の
子会社

㈱NHKエンター
プライズﾞ

- 美術制作等

- -

- -

親会社の
親会社の
子会社

㈱NHKテクノロ
ジーズ

-
売買代金

売買代金

自己株式の取得

株式の売却
(※4)

株式の売却
(※4)

株式の売却

株式の売却

自己株式の取得

314,483

469,683

期末残高

貸借対照表計上額 時価

50,860 516,225

当期末の時価は、主に「企業会計基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。

親会社の
親会社

日本放送協会
(被所有)
直接0%

間接100%
美術制作等

美術セット製作等
(※1)

11,504,063

属性
会社等の名称又

は氏名
議決権の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額

（千円）
科目

売掛金 1,957,718

親会社の
子会社

㈱NHKプロ
モーション

- 美術制作等
美術セット製作等

(※2)
211,001 売掛金 113,399
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１０．企業結合等に関する注記

共通支配下の取引等

　当社は、2023年3月1日付で、当社の資産を、吸収分割（以下、「本会社分割」）により当社の親会社の株式会社NHKメディアホールディングスに承継しました。

１．取引の概要

(1) 対象となった資産の内容

株式会社NHKエンタープライズ株式　　154株

株式会社NHKエデュケーショナル株式　90株

株式会社NHKグローバルメディアサービス株式　172株

株式会社NHKプロモーション株式　9,000株

(2) 企業結合日

2023年3月1日

(3) 吸収分割の法的形式

当社を分割会社とし、株式会社NHKメディアホールディングスを吸収分割承継会社とする吸収分割です。

(4) 結合後企業の名称

株式会社NHKメディアホールディングス（当社の親会社）

(5) その他取引の概要に関する事項

当社、株式会社NHKエンタープライズ、株式会社NHKエデュケーショナル、株式会社NHKグローバルメディアサービス、及び株式会社NHKプロモー

ションは、日本放送協会により2022年12月1日に設立された株式会社NHKメディアホールディングスの子会社です。

株式会社NHKメディアホールディングスは、子会社の発行済株式の全てを保有するため、(1)に掲げる当社の資産を本会社分割により承継しました。

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号　2019年1月16日）に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

１１．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

＊本計算書類中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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